
労働組合組織の状況（令和２年労働組合基礎調査結果）

第１表　労働者数、組合員数及び推定組織率の推移（単位労働組合）

うちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者 組合数 組合員数 組合数 組合員数

令和２年 439 54,265 7,338 -8 5,230 -1.8 10.7 345,820 15.7%
平成元年 447 49,035 2,888 2 -341 0.4 -0.7 358,767 13.7%
平成30年 445 49,376 3,137 2 -211 0.5 -0.4 356,041 13.9%
平成29年 443 49,587 2,893 -2 492 -0.4 1.0 354,337 14.0%
平成28年 445 49,095 2,717 -3 -602 -0.7 -1.2 350,968 14.0%

（注）１　単位労働組合とは、単位労働組合と単一労働組合の最下部組織である単位扱労働組合をそれぞれ１組合として集計したものである。

　　　２　パートタイム労働者とは、組合の所属する事業所において短時間勤務の正規労働者以外で、１日の所定労働時間がその事業所の一般労働者より短い者、１日の

　　　　　所定労働時間が同じであっても１週の所定労働日数が一般労働者より少ない者又は事業所においてパートタイマー、パート等と呼ばれている労働者をいう。

　　　３　推定雇用者数は、下記の方法で算出した数値を用いた。

　　　　　　例：令和２年　平成２６年経済センサス　常用雇用者数　３４５，４７９人…Ａ

　　　　　　　　　　　　　伸び率＝令和２年６月毎月勤労統計調査常用雇用指数（１０１．５）／平成２６年７月毎月勤労統計常用雇用指数（１０１．４）…Ｂ

　　　　　　　　　　　　　令和２年推定雇用者数＝Ａ×Ｂ

　　　４　推定組織率は組合員数を年の推定雇用者数で除して算出したものである。

第２表　県下主要団体別・法規別組合数、組合員数

組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数

労働組合法 152 27,494 73 2,052 72 5,793 52 4,723 349 40,062
行　労　法 1 20 2 184 3 204
地 公 労 法 2 146 2 146
国家公務員法 2 58 9 305 9 151 20 514
地方公務員法 30 8,259 24 4,181 1 34 10 865 65 13,339

計 185 35,831 110 6,868 82 5,978 62 5,588 439 54,265
＊「連合和歌山」とは日本労働組合総連合会和歌山県連合会、また「県地評」とは和歌山県地方労働組合評議会の略称である。

＊「行労法」とは行政執行法人の労働関係に関する法律、また「地公労法」とは地方公営企業等の労働関係に関する法律をいう。
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 第３表 産業別労働組合数及び労働組合員数の主要団体別構成比

構成比 (%) 構成比 (%) 構成比 (%) 構成比 (%) 構成比 (%)

農業､林業､漁業､鉱業等 1 20 0.06 1 20 0.04

建 設 業 6 1,203 3.36 3 20 0.29 1 25 0.42 1 4 0.07 11 1,252 2.31

製 造 業 41 8,188 22.85 9 198 2.88 13 516 8.63 19 1,853 33.16 82 10,755 19.82

電気･ガス･熱供給･水道業 9 1,049 2.93 1 143 2.08 1 11 0.20 11 1,203 2.22

情報通信業 4 921 2.57 1 11 0.18 5 932 1.72

運輸業，郵便業 58 3,794 10.59 15 51 0.74 7 222 3.71 5 201 3.60 85 4,268 7.87

卸売業，小売業 13 8,008 22.35 2 298 4.34 10 565 9.45 1 16 0.29 26 8,887 16.38

金融業，保険業 2 26 0.07 1 8 0.12 30 4,245 71.01 2 653 11.69 35 4,932 9.09

不動産業，物品賃貸業 2 13 0.04 2 13 0.02

学術研究，専門･技術サービス業 1 286 0.80 2 22 0.32 1 3 0.05 4 311 0.57

宿泊業，飲食サービス業 2 51 0.14 2 10 0.15 4 61 0.11

生活関連サービス業，娯楽業 2 241 0.67 1 18 0.30 3 259 0.48

教育，学習支援業 3 186 0.52 16 2,888 42.05 4 56 0.94 4 103 1.84 27 3,233 5.96

医療，福祉 7 1,864 5.20 28 1,840 26.79 3 101 1.69 14 910 16.28 52 4,715 8.69

複合サービス事業 4 2,371 6.62 3 355 5.17 5 953 17.05 12 3,679 6.78

サービス業 1 14 0.04 4 11 0.16 2 62 1.04 1 105 1.88 8 192 0.35

公   務 28 7,596 21.20 15 824 12.00 9 151 2.53 8 776 13.89 60 9,347 17.22
分類不能 1 0 0.00 9 200 2.91 1 6 0.10 11 206 0.38

合　　　　計 185 35,831 100.00 110 6,868 100.00 82 5,978 100.00 62 5,588 100.00 439 54,265 100.00
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第４表　地区別労働組合数、組合員数

組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数

令和２年 227 35,579 15 1,365 31 2,510 29 2,728 30 2,966 30 2,717 50 4,477 27 1,923 439 54,265

平成元年 230 30,064 17 1,432 30 2,494 31 2,819 29 2,918 31 2,751 51 4,665 28 1,892 447 49,035

対前年増減数 -3 5,515 -2 -67 1 16 -2 -91 1 48 -1 -34 -1 -188 -1 31 -8 5,230

対前年増減率 -1.3 18.3 -11.8 -4.7 3.3 0.6 -6.5 -3.2 3.4 1.6 -3.2 -1.2 -2.0 -4.0 -3.6 1.6 -1.8 10.7

第５表　組合規模別労働組合数、組合員数

組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数 組合数 組合員数

令和２年 198 2,223 112 6,507 63 8,788 30 7,597 11 3,852 6 2,811 19 22,487 439 54,265

平成元年 199 2,282 118 6,915 67 9,484 23 5,728 17 5,862 5 2,314 18 16,450 447 49,035

対前年増減数 -1 -59 -6 -408 -4 -696 7 1,869 -6 -2,010 1 497 1 6,037 -8 5,230

対前年増減率 -0.5 -2.6 -5.1 -5.9 -6.0 -7.3 30.4 32.6 -35.3 -34.3 20.0 21.5 5.6 36.7 -1.8 10.7
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第６表　労働組合及び組合員数の推移（単位労働組合）

対前年差 対前年比 対前年差 対前年比

令和 2年 439 -8 -1.8 54,265 5,230 10.7
令和元年 447 2 0.4 49,035 -341 -0.7
平成30年 445 2 0.5 49,376 -211 -0.4
平成29年 443 -2 -0.4 49,587 492 1.0
平成28年 445 -3 -0.7 49,095 -602 -1.2
平成27年 448 -3 -0.7 49,697 254 0.5
平成26年 451 -11 -2.4 49,443 -173 -0.3
平成25年 462 2 0.4 49,616 -809 -1.6
平成24年 460 -4 -0.9 50,425 734 1.5
平成23年 464 -9 -1.9 49,691 -1,341 -2.6
平成22年 473 -1 -0.2 51,032 -393 -0.8
平成21年 474 -19 -3.9 51,425 -617 -1.2
平成20年 493 -7 -1.4 52,042 -1,559 -2.9
平成19年 500 -7 -1.4 53,601 -1,230 -2.2
平成18年 507 -20 -3.8 54,831 -1,338 -2.4
平成17年 527 -28 -5.0 56,169 -1,225 -2.1
平成16年 555 -10 -1.8 57,394 -1,813 -3.1
平成15年 565 -21 -3.6 59,207 -2,131 -3.5
平成14年 586 2 0.3 61,338 -3,423 -5.3
平成13年 584 -32 -5.2 64,761 -3,297 -4.8
平成12年 616 -6 -1.0 68,058 -2,855 -4.0
平成11年 622 -10 -1.6 70,913 -3,239 -4.4
平成10年 632 -1 -0.2 74,152 -1,193 -1.6
平成 9年 633 8 1.3 75,345 -1,481 -1.9
平成 8年 625 2 0.3 76,826 -2,027 -2.6
平成 7年 623 6 1.0 78,853 -1,461 -1.8
平成 6年 617 -5 -0.8 80,314 -1,002 -1.2
平成 5年 622 -3 -0.5 81,316 1,001 1.2
平成 4年 625 -11 -1.7 80,315 1,920 2.4
平成 3年 636 -5 -0.8 78,395 -1,049 -1.3
平成 2年 641 4 0.6 79,444 -345 -0.4
平成元年 637 -2 -0.3 79,789 -1,206 -1.5
昭和63年 639 16 2.6 80,995 -1,674 -2.0
昭和62年 623 2 0.3 82,669 -2,179 -2.6
昭和61年 621 -6 -1.0 84,848 -1,157 -1.3
昭和60年 627 2 0.3 86,005 -1,206 -1.4
昭和59年 625 -10 -1.6 87,211 -2,037 -2.3
昭和58年 635 0 0.0 89,248 -2,388 -2.6
昭和57年 635 2 0.3 91,636 136 0.1
昭和56年 633 3 0.5 91,500 -366 -0.4
昭和55年 630 4 0.6 91,866 -845 -0.9
昭和54年 626 1 0.2 92,711 -1,520 -1.6
昭和53年 625 8 1.3 94,231 -1,122 -1.2
昭和52年 617 3 0.5 95,353 -402 -0.4
昭和51年 614 10 1.7 95,755 -81 -0.1
昭和50年 604 13 2.2 95,836 -335 -0.3
昭和49年 591 32 5.7 96,171 3,020 3.2
昭和48年 559 20 3.7 93,151 1,926 2.1
昭和47年 539 42 8.5 91,225 1,878 2.1
昭和46年 497 -4 -0.8 89,347 472 0.5
昭和45年 501 19 3.9 88,875 817 0.9
昭和44年 482 19 4.1 88,058 2,329 2.7
昭和43年 463 9 2.0 85,729 2,104 2.5
昭和42年 454 -3 -0.7 83,625 481 0.6
昭和41年 457 -12 -2.6 83,144 -184 -0.2
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